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１.これまでの経緯
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• 令和２年からの新型コロナウイルス感染症の流行は医療だけにとどまらず、
社会全体に大きな影響を与え、病床、外来、人材、マスク等の感染防護具

（PPE）の確保など、地域医療の様々な課題が判明
• 新型コロナウイルス感染症患者に対応する中で培われた教訓を踏まえ、

令和４年12月に成立した感染症法等の改正において、平時にあらかじめ
都道府県と医療機関がその機能・役割に応じた協定を締結し、新興感染症
発生・まん延時にはその協定に基づいて医療を提供する仕組み等が法定化

新興感染症：新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症が対象
どのような感染症が発生するか分からないため、新型コロナを念頭に体制を確保

• 今後新たな新興感染症が発生した際に、新型コロナで作り上げた
最大の医療提供体制を速やかに確保



2.医療提供体制の確保
①発生早期（厚生労働大臣による発生の公表前まで）

→現行の第一種及び第二種感染症指定医療機関の感染症病床を中心に対応
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②流行初期（発生の公表後〜３カ月まで）
→発生の公表前から対応実績のある感染症指定医療機関が引き続き対応することを想定。

→流行初期医療確保措置付きの協定を締結するその他医療機関も、各都道府県の判断を契機として
対応開始。

③流行初期以降（発生の公表後３カ月〜）
→公的医療機関等（対応可能な民間医療機関も含む）も対応開始

④流行初期以降（発生の公表後３ヵ月〜６カ月程度）
→順次速やかに全ての協定締結医療機関（診療所を含む）
での対応を目指す

（発生〜流行初期〜流行初期以降の流れ）

診療所にご対応いただくのは
基本的にこのフェーズを想定
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②発生早期 ③流行初期（発生公表後〜３ヶ月以内） ④流行初期以降（発生公表後３ヶ月〜６ヶ月以内）

国内1例目 新興感染症等への位置づけの公表
（厚生労働大臣による発生の公表）

（公表後、
県の要請から7日目）

（公表後6ヶ月）

今後協定で確保する体制
のイメージ

感染症予防計画（素案）概要（イメージ図）

感染症指定医療機関
における対応

①平時

流行初期以降における
医療提供体制の構築

（病床、発熱外来、自宅療養者等への医療
提供、後方支援、人材派遣）

流行初期における
医療提供体制の構築
（病床、発熱外来）

新型コロナで構築した最大体制を6ヶ月以内に整備する
平時 新興感染症発生・まん延時

 感染症の発生・まん延防止
発生動向調査
積極的疫学調査等
予防接種

 検査の実施体制等
検査体制の整備・能力の向上
検査に係る協定

 医療機関等との協定
入院・発熱外来・自宅療養者
等への医療提供・後方支援・
医療人材派遣・
個人防護具の備蓄・
宿泊施設の確保

 移送体制の整備
 人材の養成・資質の向上
 保健所体制

保健所の体制整備
応援体制の整備

 ワンヘルス・アプローチ
動物由来感染症対策
薬剤耐性対策

＜数値目標＞

＜数値目標＞

＜数値目標＞
＜数値目標＞

流行初期における
検査体制の構築

新興感染症：新型インフルエンザ等感染症、指定感染症、新感染症

（公表後3ヶ月）（公表後1ヶ月）

流行初期以降における
保健環境科学研究所等、

医療機関、民間検査機関による
検査体制の構築

流行初期に対応可能な医療機関
に病床・外来等を拡充

流行初期以降に対応
可能な医療機関に病
床・外来等を拡充

＜数値目標＞

＜数値目標＞

＜数値目標＞

＜数値目標＞

流行初期における
宿泊施設の確保

＜数値目標＞

流行初期以降における
宿泊施設の確保

＜数値目標＞対応可能な診療所は
流行初期から参加 準備のできた

診療所から順次参加

新型コロナの最大体制

診療所にご対応いただくのは基本的にこのフェーズを想定
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病床、発熱外来、自宅療養者等への医療の提供、
個人防護具に関する数値目標（案）

項目 平時 流行初期 流行初期以降

協定締結医療機関（入院）の確保可能病床数 － 48床 357床

うち重症病床数 － ３床 ８床

協定締結医療機関（発熱外来）の機関数 － 30機関 319機関

自宅療養者等への医療を提供する機関数 － － 625機関

うち病院 － － 25機関

うち診療所 － － 291機関

うち薬局 － － 255機関

うち訪問看護事業所 － － 54機関

個人防護具の備蓄を十分に行う（※）医療機関数 協定締結医療
機関数の８割以上 － －

※新興感染症により需給が最もひっ迫する期間として国が示す「２か月分」以上の個人防護具
（サージカルマスク、N95マスク、アイソレーションガウン、フェイスシールド、手袋）の備蓄



3.医療措置協定に定める内容

PPEの備蓄（任意事項）

「発熱外来」、「自宅療養者等への医療の提供及び健康観察」の
対応可能な診療所と協定を締結

※病院は①〜⑤のいずれか1つ以上の協定を締結

＋
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【流行初期医療確保措置】【流行初期医療確保措置】

①病床の確保 ②発熱外来
の実施

③自宅療養者等
への医療の提供
及び健康観察

④後方支援 ⑤医療
人材派遣

対象：病院・診療所・薬局・訪問看護事業所

診療所が
対象となる
協定の内容
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医療措置内容(診療所向け) ②発熱外来
ⅰ）求められる受入体制・・・新型コロナ対応の診療・検査医療機関の施設要件を参考

発熱患者等専用の診察室（時間的・空間的分離を行い、プレハブ・簡易テント・駐車場等で診療す
る場合を含む）を設けた上で、予め発熱患者等の対応時間を住民に周知又は地域の医療機関等と情報
共有して、発熱患者等を受け入れる体制を構築する。また、関係学会のガイドライン等を参考に、院
内感染対策を適切に実施し、発熱外来を行う。

（R5.5.26都道府県、保健所設置市及び特別区における予防計画作成のための手引き P26）

ⅱ）協定に定める内容について
• 新型コロナ対応実績を参考に、１日あたりの発熱外来対応人数、１日あたりの核酸検出検査（PCR

検査等）の件数について定める（対応人数の設定が難しい場合は、対応できる旨を記載）
• 小児患者の対応が可能な場合は、その旨を明記
• かかりつけ患者に限って対応する場合はその旨を明記
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医療措置内容 ③自宅療養者に対する医療の提供
ⅰ）求められる対応
• 自宅・宿泊療養者・高齢者施設及び障害者施設での療養者等への医療の提供を行う協定締結医療機

関（病院、診療所、薬局、訪問看護事業所）は、新型コロナ対応と同様、病院、診療所は、必要に
応じ、薬局や訪問看護事業所と連携し、また、各機関間や事業所間でも連携しながら、往診やオン
ライン診療等、訪問看護や医薬品対応等を行う。

• 関係学会等の最新の知見に基づくガイドライン等を参考に、感染対策（ゾーニング、換気、個人防
護具の着脱等を含む研修・訓練等）を適切に実施し、医療の提供を行うことを基本とする。

ⅱ）協定に定める内容について
・自宅療養者等への医療（対面・往診・電話・オンライン診療・処方）の提供及び健康観察が

可能である旨を記載
・高齢者施設、障がい者施設等への往診、健康観察が可能な場合はその旨を記載



• 協定締結医療機関等（病院、診療所、薬局、訪問看護事業所、検査機関、宿泊施設）では、協定
において個人防護具の備蓄について規定することができる（任意的事項）
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個人防護具（PPE）の備蓄について

※都道府県は予防計画において、協定締結医療機関において個人防護具の備蓄を十分に行う医療
機関の数を目標として設定する。

• 協定で締結する場合、PPEの各品目について、その施設の使用量２カ月分以上の備蓄を行うこと
が推奨されている

①サージカルマスク ②N95マスク ③アイソレーションガウン
④フェイスシールド ⑤非滅菌手袋

具体的には、協定締結医療機関のうち、８割以上の施設が、協定により５物資についてその施設の
２か月分以上に当たる各種PPEの備蓄を行うことを目標とする。



• 備蓄の運営方法は平時において、物資を購入して保管し、使用期限が来たら廃棄するのではなく、
平素から備蓄物資を有効に活用していただく観点から、備蓄物資を順次取り崩して一般医療の現
場で使用する、回転型での運用を推奨する

※回転型などの運営方法は協定で定めなくてもよい
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個人防護具（PPE）の備蓄について

※なお、実際の有事において、「使用料２か月分」の想定以上に需要が急増し、一方で供給が確保
されず物資が不足する事態が生じた場合には、国の備蓄等で対応することが想定されている

「予防計画作成の手引き」35ページ

• 回転型での運営のために、施設内に保管施設を確保することが望ましいが、施設外の保管施設を
利用することなどにより使用量の２か月分などの備蓄を確保するのでもよい。
※このほか、例えば、①物資の取引事業者との供給契約で、取引業者の保管施設で備蓄を確保す
る方法や、②物資の取引事業者と提携し、有事に優先供給をしていただく取り決めをすることで、
平時においては物資を購入することなく、備蓄を確認する方法でもよい
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【参考】個人防護具（PPE）の備蓄量

「協定締結ガイドライン」14〜15ページ

〈1診療所あたりの個人防護具の2か月想定消費量（全国平均）〉

〈1診療所あたりの個人防護具の1週間想定消費量（全国平均）〉

サージカルマ
スク

N95・DS2マ
スク

アイソレー
ションガウン

フェイスシー
ルド 非滅菌手袋

病床なし 79枚 6枚 17枚 11枚 272枚

病床あり 160枚 7枚 19枚 13枚 662枚

サージカルマ
スク

N95・DS2マ
スク

アイソレー
ションガウン

フェイスシー
ルド 非滅菌手袋

病床なし 674枚 55枚 149枚 98枚 2323枚

病床あり 1370枚 57枚 165枚 114枚 5668枚

参考
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4.流行初期医療確保措置について
• 流行初期医療確保措置の内容
流行初期の段階（目安：厚生労働大臣公表後〜３ヶ月以内）からの対応が可能な協定を締結いただく
医療機関（※）に対し、流行初期医療の確保に要する費用を支給する措置を行います。

※診療所も対象可
流行初期以降の段階（目安：厚生労働大臣公表３ヶ月以降）は、診療報酬の上乗せや補助金が充実さ
れることを想定しています。
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流行初期医療確保措置対象医療機関の県基準と
財政支援について

◎ 発生の公表後、都道府県知事の要請後１週間以内に措置を実施すること

◎ 流行初期から、病院においては１日あたり10人以上、診療所においては１日あたり５人以上の
新興感染症を疑う患者を診察できる体制を構築していること

◎ 新興感染症を疑う患者に対し、検体採取できる体制を構築していること

流行初期医療確保措置対象医療機関の県基準（発熱外来）

流行初期(公表から３か月程度)に対応する医療機関のうち、
上記の県基準を満たす特別な協定を締結した医療機関に対して、
流行初期の補助金や診療報酬の特例措置が整備されるまでの間、感染症患者の受入を行ったことで
発生した減収を補填

対面のみ

鼻咽頭ぬぐい液を想定

有事：協定指定医療機関に対する財政的支援については、感染症発生・まん延時にその性状に応じて
厚生労働省が定める。（病床確保料や設備整備費の補助を想定）
平時：都道府県と協定を締結する医療機関における感染症の対応に適した個室病床、病棟のゾーニング、施
設・設備整備に対する支援（個人防護具の保管庫、検査機器、HEPAフィルター付き空気清浄機等）を、国
において検討中。

その他の財政支援
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5.事前調査票の補足説明①

• 流行初期以降のフェーズの考え方は本資料のP３〜４をご確認ください。
• 今後発生する可能性のある新興感染症において、流行初期以降の医療提供

体制にご協力いただきたいと考えています。
• ご協力いただける場合、「診療」と「検査」両方、またはいずれかに☑を

付けてください。
• ☑をつけていただいた場合、可能な限り人数や件数を記入してください。
• 検査とは核酸検出検査（PCR検査等）で、院内で実施するものです。
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5.事前調査票の補足説明②

• 流行初期以降のフェーズの考え方は本資料のP３〜４をご確認ください。
• 今後発生する可能性のある新興感染症において、流行初期以降の医療提供

体制にご協力いただきたいと考えています。
• ご協力いただける場合、「診療」と「検査」両方、またはいずれかに☑を

付けてください。
• ☑をつけていただいた場合、可能な限り人数や件数を記入してください。
• 検査とは核酸検出検査（PCR検査等）で、院内で実施するものです。
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5.事前調査票の補足説明③

• 流行初期以降（発生公表後3か月程度〜6か月まで程度）において、
自宅療養者等への医療の提供が対応可能かどうかを対象ごとに
回答ください。

• 医療とは、対面、往診、電話・オンライン診療、処方を言います。
• 初診の電話診療の特例が7月31日で終了しましたが、

電話・オンライン診療の項目については、特例があれば対応な可能な
場合も☑を付けてください。
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5.事前調査票の補足説明④

• 備蓄予定の数量の想定にあたっては、本資料P11も参考に施設の実情に
あわせて設定をお願いします。

• 備蓄予定数量を記入いただいた場合、「○○ヶ月分の使用量」の○○
部分についてもご記入ください。

• 備蓄予定がない場合、「0」と記載してください。
• 参考回答欄については、今後の取り組みの参考とさせていただくため、

出来るだけ回答をお願いします。
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5.事前調査票の補足説明④

• 「医療機関名」「保険医療機関番号」「G-MIS ID」「住所」「管理者
の氏名」をご記入ください。

• G-MIS IDが発行されていない場合は空欄可ですが、発行されたIDが布
目の場合は、厚生労働省のG-MIS事務局へお問い合わせください。

メールアドレス：password@g-mis.net
電話番号：0570-783-872(土日祝日を除く平日9時〜17時)

mailto:password@g-mis.net


6.今後の予定
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1. 事前調査票の回答
①回答先 島根県 薬事衛生課 感染症対策係

メールアドレス︓corona-yakuji@pref.shimane.lg.jp
FAX︓0852-22-6905

②回答内容を元に協定書（案）のやり取りを各医療機関と実施

2. 医療措置協定締結
島根県医療審議会等の審議を踏まえ、各診療所と医療措置協定を締結予定です。
協定締結後、感染症法に基づく第二種協定指定医療機関として指定させていただきます。

3. 公表
平時には協定を締結した医療機関名や協定の内容を県ホームページで公表します。
新興感染症発生時には、措置の実施状況など患者の選択に資するような情報の公表を行います。

※協定の変更・廃止・追加等は
その都度受け付けます


